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抄　　録

精神疾患に関する知識不足は、精神疾患の早期発見や支援の障壁となっている。このことから、思
春期の若者のメンタルヘルスリテラシー向上が求められ、学校での教育プログラムの実施やその成果
が報告されている。日本では2022年度より開始される新学習指導要領に「精神疾患の予防と回復」が
追加され、約40年ぶりに精神疾患に関する内容が学校で扱われることとなった。

本稿では、国内外の先行研究の知見から、精神疾患の教え方、精神医療の専門家の関わり方を検討し
た。また、心の健康問題の援助希求や援助行動を促すための介入の計画に必要な理論的枠組みを考察
した。

学校の授業では、新学習指導要領に記載される内容を網羅し、「どのような症状を経験したら、どこ
に（誰に）、どのように相談することで抱えている心の健康問題の解決につながるのか」等の、適切な対
処に関する具体的な情報の提供が必須である。また、実際の行動変容につなげるためには、学校での
知識教育のみでは不十分で、地域全体での周囲環境の整備が求められる。
 学校教育への精神疾患に関する授業の導入をきっかけに、学校内だけでなく周囲の大人も、若者の心
の健康問題に関心を持ち、受け入れ、対応する力を高めることが望まれる。また、若者に対する早期介
入のニーズに対応するためには、従来の学校保健や地域医療の枠組みに加え、新しいシステムが必要
となるだろう。

本論文の内容は第22回日本精神保健・予防学会学術集会で特別企画講演として発表したものを中心にまとめた。
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1. はじめに
2017-2018年度の学習指導要領の改訂により、2022年度より学校教育の中で、精神疾患に関する内容

が扱われることが決まった。現代的な健康課題の解決に向け、心の健康に関する内容の充実を図った
ものである。新学習指導要領では「精神疾患の予防と回復」が追加され、扱われる内容も既に公示され
ている。そこで、本稿では、国内外の先行研究や取り組み事例から、学校の授業の中で、精神疾患に関
する内容をどのように扱うことで効果が得られるのか、また、精神医療の専門家は、学校でのメンタル
ヘルス教育にどのように関わることができるのか等、今後の学校でのメンタルヘルス教育のあり方を
検討した。メンタルヘルス教育により期待される行動変容の一つは、「自身や友達の精神不調時に一
人で抱え込まず専門家に相談できるようになること」が考えられるが、行動変容を求める介入プログ
ラムの開発に必要となる理論的枠組みについても考察した。

2. 思春期における心の健康・精神疾患に関する課題
精神疾患の好発時期は思春期にある。精神疾患に罹患する人の半数は14歳までに、75%は25歳ま

でに発症している（Kessler et al., 2005）。しかし、その多くは、精神医療による支援につながっていな
い。例えば、日本における精神病未治療期間は、中央値で2.5ヶ月、平均値で17ヶ月にも及ぶと報告さ
れている（Ito et al., 2015）。その要因の一つが、個人あるいは社会全体でのメンタルヘルスリテラシー

（Mental health literacy）の不足であると考えられている（Jorm, 2000）。すなわち、思春期の若者は、
自らが精神疾患にかかると思っておらず、不調があっても精神疾患を疑えず、周囲の大人もそんなは
ずはないと考えている（Kelly et al., 2007）。また、精神疾患を抱える人や精神科医療機関に対する誤解
や偏見も、精神疾患の発見・治療の遅れに影響している（Schnyder et al., 2017）。

身体疾患と同様に、精神疾患においても、早期発見や治療が予後の改善に重要であることを国内外
の多くの研究が示しており（Marshall et al., 2011）、思春期の若者における精神疾患対策は世界共通の
課題であるとして、若者を対象としたメンタルヘルスリテラシー向上の取り組みが注目されている

（Kelly et al., 2007）。

3. 若者を対象としたメンタルヘルスリテラシー教育
メンタルヘルスリテラシーとは、精神疾患に関する知識や信念を指し、初めて学術論文で用いられ

たのは1990年代後半のことである（Jorm et al., 1997）。オーストラリアのAnthony Jorm博士が、「精
神疾患に関する正しい知識を獲得しておくことで、精神疾患の早期発見・治療、あるいは予防に対し
ての備えができるだろう」と報告した際に、市民の精神疾患への関心を高めるためのキーワードとし
て用いた。最近では、カナダのStan Kutcher博士が、ヘルスリテラシーの定義（「健康を高めたり、維
持したりするのに必要な情報にアクセスし、その情報を理解・利用するための、個人の意欲や能力を
決定する、認知・社会的スキル」）に沿って、その概念を「精神保健の向上、精神疾患の予防、早期発見・
診断、治療の継続や回復、のそれぞれの土台として基本的に必要な力やスキルである」と整理した

（Kutcher et al. 2016）。具体的には、1）心の健康を維持するために何をすべきか理解していること、2)
精神疾患の症状とその対処方法を理解していること、3)精神疾患に対して偏見を持たないこと、4)
Help-Seeking Efficacy: 精神的な問題で困った時に、いつ、どこで助けを求めるのかを理解しているこ
と。また、その相談先で何を期待できるのか、何が得られるのかを理解していること、を挙げている

（Kutcher et al., 2016）。



77

予防精神医学 Vol.4（1）2019

思春期の若者が一日の多くの時間を過ごす学校をフィールドに、メンタルヘルスリテラシー向上の
ための教育を実施する取り組みが各国で増えており（Wei et al., 2013; 小塩ら, 2013）、既に全国レベル
で広く実施している場合もある。これに伴い、学校でのメンタルヘルスリテラシー教育に関する研究
も、ここ数年で増加している。レビュー論文によれば、メンタルヘルスリテラシー教育を受講した生
徒で、精神疾患に関する知識が向上、精神疾患に対する態度が改善、援助希求に関する行動意図が改善
するとされる（Wei et al., 2013; 小塩ら, 2013）。このことから、学校の授業内でメンタルヘルスリテラ
シー教育を実施することは、思春期のメンタルヘルス対策として有効であると考えられている。

4. 日本における学校でのメンタルヘルスリテラシー教育
思春期の精神疾患対策が急務であることを受け、日本においても学校でのメンタルヘルス教育のあ

り方が見直されている。2022年度から全国的に施行される新学習指導要領（高等学校保健体育）では、
現代的課題への対応として「心の健康や精神疾患」に関する内容が充実した（文部科学省, 2018）。学習
指導要領とは、学校教育法に基づいて、各学校で教育課程（カリキュラム）を編成する際の基準である。
小学校、中学校、高等学校等ごとに、それぞれの教科等の目標や大まかな教育内容を定めるもので、全
国のどの地域で教育を受けても、一定の水準の教育を受けられるようにするという目的がある。体育
科・保健体育科における保健の学習目標は「生涯を通じて自らの健康を適切に管理し改善していく資
質や能力の育成」とし、小学校、中学校、高校でそれぞれ発達段階に応じた指導が行われている（文部
科学省, 2018）。

新学習指導要領では、小学5年生の体育（保健領域）の「不安や悩みへの対処」、中学1年生の保健体育
（保健分野）の「ストレスへの対処」の内容を新たに保健の「技能」と位置付け、具体的な対処法を学習
することとなった。高等学校保健体育（科目保健）には、「精神疾患の予防と回復」が追加され（表1）、
ここでは「運動、食事、休養及び睡眠の調和のとれた生活の実践」、「心身の不調に気付くこと」、「疾病
の早期発見及び社会的な対策の必要性」の内容が扱われることが方針づけられた。高等学校の新学習
指導要領解説によれば、「精神疾患の予防と回復」では、「精神疾患の特徴」と「精神疾患への対処」を扱
うとしている（表2）。「精神疾患の特徴」では、精神疾患が誰もがかかる可能性のある病気であること、
思春期に発症しやすいことの他、具体的な疾患名として、うつ病、統合失調症、不安症、摂食障害が挙
げられている。「精神疾患への対処」には、セルフケアに関する内容、早期発見や専門家への相談の必
要性、また専門家への援助を妨げる差別や偏見の問題も含まれる（文部科学省, 2018）。

5. 学校でのメンタルヘルスリテラシー教育の効果的な実施方法
これまでに効果が確認されているメンタルヘルスリテラシー教育プログラムには、「精神疾患の症

状に関する内容」「援助希求行動/援助行動を促す内容」「精神疾患の偏見の是正に関する内容」の3つ
が含まれている（Wei et al., 2013; 小塩ら, 2013）。「精神疾患の症状に関する内容」は、自身や友達の精
神疾患に早くに気がつくために必要な知識として、思春期に起こりやすい精神疾患の特徴的な症状に
触れ、具体的な疾患を扱っているプログラムも多い。「援助希求行動/援助行動を促す内容」では、他の
病気と同様に早期発見や治療が大切であることと、利用可能な相談先、専門家の支援や治療が回復に
つながること、を教えている。「精神疾患の偏見の是正に関する内容」では、社会における精神疾患に
対する偏見の存在や偏見の軽減のための取り組みの紹介をしている。「精神疾患の症状に関する内容」

「援助希求行動/援助行動を促す内容」「精神疾患の偏見の是正に関する内容」の3つの内容は、新学習
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表1　小学校・中学校・高等学校における保健の内容

表2　「精神疾患の予防と回復」で扱う内容
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指導要領解説の記載にも含まれている。つまり、新学習指導要領解説の内容を網羅した授業を実施す
ることで、先行研究で報告されてきたメンタルヘルスリテラシー教育と同様の効果が期待できる。

6. メンタルヘルスリテラシー教育を実施する上での課題
精神疾患に関する内容が学校教育で扱われることは約40年ぶりであるため、メンタルヘルスリテラ

シー教育を全国の高等学校で実施するには課題もある。現役の学校教員は精神疾患に関する授業の実
施経験がない。また、精神疾患に関する授業を受けたことがある教員もほとんどいない。学校教員へ
の取材（朝日新聞, 2018）によれば、「自分に知識がない。忙しくて勉強する時間がなければ、さらっと
流すだけになるかも。」という意見が聞かれている。同様の意見を持つ教員も多いことが推測される。
精神疾患の予防と回復に関する内容について、授業内でさらっと流すだけになった場合にどのような
ことが起きるのだろうか。例えば「精神疾患は誰でもなりうる。思春期に起きやすい。精神不調を感
じたらすぐに専門家に相談してください。」のメッセージだけが生徒に届けられる場合である。

実際、先進国の複数の国では、精神疾患の早期発見を目的に、ソーシャルマーケティングキャンペー
ンが大規模に行われてきた（Clement et al., 2013）。それらのキャンペーンでは、SNSやテレビ・イン
ターネットを使った簡潔で刺激的なメッセージ（例えば「精神疾患は珍しくない。誰でもなりうる。」）
が若者に届けられた。このようなメッセージは、精神疾患に対して無関心だった若者が、精神疾患に
関心を向けることには有効であった。一方で、同時に弊害も生じた可能性が指摘されている（Kutcher 
et al., 2018）。

イギリスの出生コホート調査によれば、抑うつ状態と判断された14歳女性の割合が、1996年の12％
であったのが、2017年には24%と急増していた（Patalay et al., 2017）。この理由として、自身の心の健
康問題に気がつき、それを症状と認め、隠さず記入できるようになったのではと考えられる。別の調
査では、自傷行為経験があると報告した者の割合は、2011年から2014年にかけて、45.9人/10,000人が
77.0人/10,000人と63%増加している（Morgan et al., 2017）。

カナダのある病院では、キャンペーン期間中、比較的軽度の症状を訴える若者による救急外来の受
診が急増した（Kutcher et al., 2018）。似たような事例として、2000年代の「Selling sickness: the 
pharmaceutical industry and disease mongering（病気を売り込む製薬産業と病気喧伝）」が思い出さ
れる（Moynihan et al., 2002）。このようなキャンペーンで用いられるメディア媒体はその特性上、具
体的な対処方法までを丁寧に伝えることは困難である。印象的なメッセージは行動を促すきっかけに
なる（Wakefield et al., 2010）。メディアを通じて伝えられるメッセージは若者に不安を煽り、不調に
気づいた後の誤った行動につながった可能性がある。

学校教育の中で扱う際には、「専門家、医療機関での対処を要する精神状態とはどのようなものなの
か。」「どのような症状を経験したら、どこにあるいは誰に、どのように相談することが今抱えている心
の健康問題の解決につながるのか。」が重要であり、単純で印象に残るメッセージだけでなく、適切な
対処法についても丁寧に教える必要があるだろう。

7. 学校で利用可能な教育教材
精神医療の専門家ではない学校教員が精神疾患に関する授業を実施するには、知識面で限界があ

り、国内外の研究からその障壁の解決に向けたアイデアが提案されている。学校教員が授業を実施す
るプログラムでは、精神医療の専門家が監修あるいは開発した教育教材が用いられている。
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全国規模でメンタルヘルスリテラシー教育が学校で実施されているオーストラリアでは、
MindMattersが広く普及している（Australian Government Department of Health. 2014; Wyn et al., 
2000）。MindMattersを導入している学校には、教員用テキストと生徒用テキストが、全教員および全
生徒に配布される。専用のウェブサイトには、豊富な教材集が用意されている。イギリスでは、
Personal, Social and Health Education(PSHE)の科目の中で、精神疾患に関する教育が行われている

（PSHE Association）。PSHE Associationでも専用のウェブサイト上に無料でダウンロード可能で、
授業実施のためのガイドや教育資材が用意されている。カナダでは、TeenMentalHealth.orgが開発し
たThe Curriculum Guideが、カナダ国内の複数の州の学校で採用され、最近では国際的に普及し、発
展途上国でも用いられている（TeenMentalHealth.org.）。指導マニュアルの他、無料でインターネット
を通じて利用可能なアニメやインタビューが紹介されている。学校教員は授業の実施前に、自己学習
と対面での研修を受け、その後確認テストに合格し、自身の学校での授業実施が認められる。

日本においては、「こころの健康教育 サニタ」が、全国の学校で利用可能な教材と言える。サニタで
は精神医療の専門家と学校教員で構成されるワーキンググループが、精神疾患を経験した若者や高校
生に意見を聞きながら開発した教育資材が無料で提供されている。新学習指導要領の記載に沿った内
容であり、アニメ教材５種類（精神保健概論・うつ病・統合失調症・不安症・摂食障害）、当事者インタ
ビュー（うつ病・統合失調症）、学習指導案、学校教員向け解説集が含まれる。提供する教育資材は、イ
ンターネットを介して入手できるため、学校の授業だけでなく、自宅でも視聴可能である（こころの健
康教室 サニタ）。

8. 思春期の若者へのメンタルヘルス支援に関する課題
学校での精神疾患に関する教育の導入は、生徒・若者の支援ニーズを明らかにし、学校での対応力

の実態や地域での若者の支援に関する課題を浮き彫りにする契機となるだろう。精神疾患の授業の実
施後には、生徒が自身や友達の精神不調に気がつき教員に相談をすることが増える可能性がある。養
護教諭やスクールカウンセラーだけでなく全ての教員の相談支援技術の向上や、チームとしての支援
体制を整備するなど、学校内での対応力の向上が求められるだろう。一方、日本国内の地域において
は、思春期の若者が受診できる医療機関は少なく、受診・治療開始までに時間がかかり、その結果、最
適な治療時期を逸する事例が多い。精神疾患の罹患率や好発時期、思春期における精神疾患の背景要
因の複雑さを考えれば、従来の学校保健や地域医療の枠組みでは、その対応が困難であり、新しい支援
策の開発が求められる。

オーストラリアのheadspaceは、思春期の若者がどのような内容でも相談可能で、必要に応じて支
援やケアにつなぐことができるOne-Stop型施設である（McGorry et al. 2019）。e-headspaceというオ
ンサイトでの相談も受け付けており、思春期の若者のニーズに対応したサービスであると言える。日
本でも、まだ試験段階ではあるが、2019年8月に足立区に、headspaceをモデルにしたSODAが開設さ
れた（SODA）。別のサービスとして、ITを活用し教育現場と地域の専門家をつなぐ、双方向性に意見
交換できるシステムも開発された（こころの健康教室 サニタ）。近隣に専門家や医療機関のない遠隔
地においても、思春期の心の専門家との相談を可能にする。

今後、このような若者のニーズに対応したサービスや、地理的・時間的障壁を解消するシステムの
社会実装が待たれる。一方で、過剰な医療化にならないような配慮も必要である。事実、不調があっ
ても、その全てが病気と診断されるわけではない。思春期の若者の生活背景には、家庭内での様々な
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虐待、両親の不和、学校内でのいじめ、貧困の問題等が存在することはめずらしくなく、病気とは診断
されないながらも何らかの心理的支援や環境調整を必要とする若者は少なくない。このようなハイリ
スク群といえる若者やその家族の各々の状況に応じた医療―教育―福祉が一体となった支援システム
は未熟であり、今後の整備が待たれる。

9. メンタルヘルスリテラシー教育の理論的枠組みと今後の課題
メンタルヘルス教育の目的の1つには、自身や友達が精神不調を抱えた際に、一人で抱え込まず、専

門家を含め適切な人に援助を求める行動を促すことがある。こういった行動変容を目的とする教育介
入は、健康行動理論・モデルに基づくことが推奨されている。最も単純化されたモデルは、個人の知
識、態度、行動で説明される（WHO, 2012）。例えば、「精神不調時に専門家に相談する」という行動に
は、それを行うための「精神不調時には専門家に相談しよう」という態度が必要である。その態度は、

「専門家への相談が精神不調の改善に有効である」という知識に基づくというモデルである。つまり、
基本的な知識があることを前提に、その知識が態度を変え、行動につながるという合理的なモデルで
ある。

しかし、知識の獲得が態度の変化の全てを説明できるわけではなく、また、必ずしも行動変容に結び
つかない。個人的な経験や信念により、情報の解釈は異なる。知識としては理解していても、環境要
因により行動が障害されることもある。世の中には様々な情報が溢れ、誰からどのように得た情報か
によっても情報の価値が異なる。つまり、ある行動の変化を期待するには、個人内要因だけでなく、個
人間要因や環境要因も考慮する必要がある。人は常に合理的な行動をとるわけでなく、時に直感的に
行動する。加えて、精神疾患に関する行動の場合には、社会に流布するスティグマの問題が、個人の知
識以上に態度や行動に影響を与えると考えられている（Schomerus and Angermeyer, 2008）。

人の行動は、他者から様々な影響を受けている。生活環境を共にする他者と関わり合いながら、自
身の言動への他者からの反応を認識し、予測もしている。他者からの影響は良いときと悪いときがあ
り、また自分の言動が他者に影響を与える場合もある。思春期は、社会との接触が増える時期である。
家族を中心とした小さな社会に、友人が加わり、それまでとは異なる言動を見聞きし、全く新しい価値
観を知る（Sawyer et al., 2012）。その中で気の合う仲間は、行動変容に影響を与える重要な他者とな
る。思春期の若者にとっては、周囲の身近な大人である学校教員も、影響力の大きな存在である。重
要な他者の言動は、行動を促し、あるいは妨げることもある。家族、友人、学校教員などの言動を観察
し、それを記憶し、実際に自分でも行動し、さらに同じことがあった場合には同じ行動を選択し、自身
の行動パターンを強化していく（戸ヶ里泰典, 2019）。

このことから、学校の授業の中で、「自身や友達が精神不調を抱えた際に、一人で抱え込まず、専門
家を含め適切な人に援助を求める」といった内容が教えられ、生徒・教員全体で共通認識を図ること
には大きな意味がある。一日の多くの生活時間を共にする学校の中で、生徒・教員全体で精神疾患に
ついて正しく理解し、安全・安心な学校環境を作っていくことが求められる。保健学習の目標でもあ
る「生涯を通じて自らの健康を適切に管理し改善していく資質や能力の育成」について精神保健の観
点から解釈すれば、不安や悩み、あるいは精神疾患を抱えた場合にも、辛いことをじっと耐えて一人で
乗り切るという対処でなく、解決すべき課題として他者と共有し、その問題を解決し前に進んでいく
という価値観を身につけられる教育が求められる。

さらに、検討すべき課題は、思春期の若者が学校以外に所属しているコミュニティの影響力である。
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コミュニティは、従来、生活地域のことを指していた。学区、市町村、都道府県、国で分類され、地理的
条件によって区切られる集団は、生活水準や文化背景が似通っていた。しかし、インターネットの普
及により、共通の関心を持つ集団がオンラインで作られている。特に若者においては、このオンライ
ンでのやり取りが実社会での行動にも影響していると考えられる。ソーシャルメディアを通して伝え
られる印象的なメッセージが与える影響は大きく、学校教育での学習効果を高めることもあれば打ち
消してしまうこともあるだろう。行動変容に有効な介入プログラムの開発を開発するために、若者が
メンタルヘルスに関する情報をどのように得て、それらをどのように認識しているのかを知る必要が
ある。

10. まとめ
2022年度より学校教育に「精神疾患の予防と回復」が導入されることとなった。これにより期待さ

れることは、思春期の若者が、自身、家族・友人の心の健康問題に早めに気がつき手を差し伸べられる
こと、また援助希求行動や援助行動が増加することである。このために、学校の授業では、簡単で印象
に残るメッセージだけでなく、「専門家、医療機関での対処を要する精神状態とはどのようなものなの
か。」「どのような症状を経験したら、どこにあるいは誰に、どのように相談することが今抱えている心
の健康問題の解決につながるのか。」など、適切な対処についても具体的に情報提供する必要がある。
同時に、実際の行動変容につなげるためには、学校での知識教育のみでは不十分で、地域全体での周囲
環境の整備が求められることも認識しておくべきだろう。

今後、学校での「精神疾患の予防と回復」に関する教育の開始をきっかけに、学校内だけでなく周囲
の大人も、若者の心の健康問題に関心を持ち、認め、対応する力を高めることが大切である。また、今
後より気づかれる若者の心の健康問題やニーズに対応するには、従来の学校保健や地域医療の枠組み
から脱却した新しいシステムが求められる。
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